令和　　年度
指定障害福祉サービス事業者等運営指導事前提出資料
指定施設入所支援
※　１　この事前提出資料は、作成月の前月末の内容を記入すること。
　　２　パンフレット等の添付をもって該当項目の記載を省略できる。この場合、該当欄に「別添○○○のとおり」と記載すること。
　　３　複数のサービスについて作成し、記載項目が重複する場合には、１のサービスのみ記載し、他は「○○○事業に記載のとおり」としてよい。
	 指定施設入所支援


１　施設の概要（令和　　年　　月　　日 現在）
（１）施設の概要
	
	
	管理者の氏名
	

	
	〒

	
	

	
	
	
	

	事業所番号
	０
	６
	１
	
	
	
	
	
	
	
	事業開始年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	１日あたりの利用
予定者数（定員）
	　人／日
	利用した延べ人数
（直近３ヶ月の実績）
	令和　　年　　月分
延べ　　　　　人
	令和　　年　　月分
延べ　　　　　人
	令和　　年　　月分
延べ　　　　　人

	日中実施しているサービスの指定状況
※該当する番号を○で囲んでください。
	１　生活介護
２　自立訓練（機能訓練）
３　自立訓練（生活訓練）
４　就労移行支援
５　就労継続支援Ａ型
６　就労継続支援Ｂ型
	届け出ている加算の状況と届出日
※届け出ている加算項目の番号を
○で囲み、（　　）に届出日を記
入してください。
	１　夜勤職員配置体制加算　　　   （　　　　年　　月　　日）
２　重度障害者支援加算　　　　　 （　　　　年　　月　　日）
３　夜間看護体制加算　　　　　　 （　　　　年　　月　　日）
４　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 （　　　　年　　月　　日）
５　地域生活移行個別支援特別加算 （　　　　年　　月　　日）
６　栄養マネジメント加算 　　    （　　　　年　　月　　日）
７　高次脳機能障害者支援体制加算 （　　　　年　　月　　日）
８　地域移行支援体制加算　　　　 （　　　　年　　月　　日）
９　障害者施設等感染対策向上加算 （　　　　年　　月　　日）

10　福祉・介護職員処遇改善加算   （　　　　年　　月　　日）
11　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（　　　　年　　月　　日）
12　福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算（　　　　年　　月　　日）

	サービス管理責任者の氏名
（複数の場合は全員の氏名を記入のこと）
	
	
	


（２）添付資料（次の資料を添付すること。）
①　運営規程
②　利用者と締結する契約書
③　利用者に説明する際の重要事項説明書
④　就業規則
⑤　当該事業所の平面図（別添とし、延べ床面積を記入すること。なお、当該事業所の区域を蛍光ペン等で区分すること。）
⑥　既存のパンフレット等
２　指定事業所に係る従業者の状況
（１）従業者の内訳（令和　　年　　月　　日 現在）
	区分
氏名
	職　　種
	資　　格
	１週間に勤務すべき時間数
　（Ａ）
	専任
・
兼任
の別
	事業所別の１週間に勤務すべき時間数の内訳
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	ｈ
	
	ｈ
	ｈ
	ｈ
	ｈ
	ｈ
	ｈ
	ｈ
	ｈ
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（注）１　この表は管理者及び当該事業所に勤務する全ての従業者の内訳を記入するものである。
　　　２　「職種」には、当該事業所で複数の職を兼務している場合は、「○○(兼)○○」と兼務内容がわかるように記入すること。
　　　３　「施設別の１週間に勤務すべき時間数の内訳」には、各施設毎の従事時間の内訳を記入すること。
（２）従業者の勤務体制及び勤務形態〈令和　　年　　月分〉
《職種：　　　　　　　　　》
	氏　名
	第１週
	第２週
	第３週
	第４週
	４週の
合計
	週平均
の勤務
時間
	常勤換
算後の
人数

	
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
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	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　１週間に当該事業所・施設における常勤職員の勤務すべき時間数　　　　　　時間　
	○　職員の勤務時間帯

	
	　ａ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	（注）１　本表は、実地指導実施日の直近の月の勤務実績を記入すること。
　　　２　「 ※ 」は、当該月の曜日を記入すること。
　　　３　本表は、職種別に別葉とし、従業者の勤務形態について勤務形態の符号の区分により作成すること。
　　　４　勤務形態の符号は、勤務実態に即して種類を設けること。
５　この表は、既存の「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」をもって代えることができる。

	　ｂ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	　ｃ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	　ｆ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	ｅ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）

	
	【グループホームにおける夜間支援時間帯】

	
	　ｆ　　　：　　～　　　：　　　（　　時間）


３　前年度の利用者数等
	
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	合　計
	平均利用者数等

	
	施設延利用者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	人

	人／日


	
	短期延利用者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


      ※１　各月ごとの施設入所利用者及び短期入所利用者について、記載すること。
        ２　平均利用者数＝前年度の延利用者合計数÷１年間の日数（小数点第２位以下切り上げ）
４　夜勤に係る従業者の勤務状況　※既存資料の活用可
　　　勤務形態及び業務内容
	
	
	人数
	   0  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

	勤務時間

	始 業時 間　　

	終 業
時 間　　


	
	
	
	
	実労

	休憩

	計

	
	

	
	早　番
（例）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平　常
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	遅　番
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	準夜勤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	夜　勤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	日　課
	起　朝　　　　昼　　　　　　　　夕　　　　　消
床　食　　　　食　　　　　　　　食　　　　　灯
　（8:30）   （12:00）         （18:00）

	   引継　朝　　　時　　分
         夕　　　時　　分



　　　※１　本表は、夜勤に係る従業者について、時間経過毎の業務内容を具体的に記入する。
　　　　２　日課欄の起床、朝食、昼食、夕食、消灯は利用者の時間を記入する。
　　　
５　過去(直近)３ヶ月分の利用者数(実績)の内訳　（※複数の単位を実施している場合は、それぞれ別葉とすること。）
	日
	毎　日　の　利　用　実　績（人）
	日
	毎　日　の　利　用　実　績（人）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	　１日
	
	
	
	１７日
	
	
	

	　２日
	
	
	
	１８日
	
	
	

	　３日
	
	
	
	１９日
	
	
	

	　４日
	
	
	
	２０日
	
	
	

	　５日
	
	
	
	２１日
	
	
	

	　６日
	
	
	
	２２日
	
	
	

	　７日
	
	
	
	２３日
	
	
	

	　８日
	
	
	
	２４日
	
	
	


	　９日
	
	
	
	２５日
	
	
	

	１０日
	
	
	
	２６日
	
	
	

	１１日
	
	
	
	２７日
	
	
	

	１２日
	
	
	
	２８日
	
	
	

	１３日
	
	
	
	２９日
	
	
	

	１４日
	
	
	
	３０日
	
	
	

	１５日
	
	
	
	３１日
	
	
	

	１６日
	
	
	
	


※直近３ヶ月に係る利用者数の実績を記入すること。

６　サービス提供状況
（１）その他の費用の徴収の有無
	サ　ー　ビ　ス　の　内　容
	　　　　　直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入のこと。）
　　　　　　※サービス提供の有無について、該当する方を○で囲むこと。

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	食事の提供に要する費用の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	創作的活動に係る材料費の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	日用品費の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	その他の費用の徴収
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし


（２）徴収したその他（食材料費等）の費用の内訳
	区　　　　　　　　　　　　　　　分
	直　近　３　ヶ　月　の　請　求　状　況（延べ人数）

	経　　費　　区　　分
	設定単価
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	
	
	うち自己負担額
	
	
	

	食事に係る費用
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	創作的活動の材料費
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日
	延べ　　　　　　　　　人・日

	日用品費
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件

	
	
	
	
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件
	延べ　　　　　　　 　　　件

	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注1） 本表は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成18年9月29日付け厚生労働省告示第523号)」に基づく費用以外のものについて、設定単価毎に整理して記入すること。
（注２）サービス種別ごとに別葉とし、施設入所支援と日中サービスで一体の単価設定を行っている場合は一葉とする。なお、日中サービスの事前提出資料の同表は記載を不要とする。
７　介護・訓練等給付費の算定状況
（１）報酬単価区分等　
	報酬単価区分等
	　　　　　直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）
※（　）には、各月における区分毎の延利用実人数（人日）及び実利用者数（人）を記入すること。
※ 令和６年４月分以降を記入すること。（事前提出資料作成月が６月である場合は、４月・５月の２ヶ月分で可）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	定員
（　）人
以上
（　）人
以下
	区分６（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分５（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分４（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分３（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分２以下（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	減算の

有無
	定員超過（70/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	個別支援計画未作成
	～２月目まで
（70/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	
	３月以上連続
（50/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	人員基準欠如（95/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	栄養士の未配置等
	あり（未配置・非常勤）・なし
	あり（未配置・非常勤）・なし
	あり（未配置・非常勤）・なし

	
	身体拘束廃止未実施（90/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	地域移行等意向確認体制未整備（-5）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	虐待防止措置未実施（99/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	業務継続計画未策定（97/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし

	
	情報公表未報告減算（90/100）
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし
	あり　　・　　なし


（２）加算算定の状況
	加　算　の　種　類
	直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）
（　）には、各月における区分毎の延べ利用人数（人日）及び実利用者数（人）を記入すること。
※令和６年４月分以降を記入すること。（事前提出資料作成月が６月である場合は、４月・５月の２ヶ月分で可）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	夜勤職員配置体制加算
	定員21人以上40人以下
（60単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員41人以上60人以下
（48単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員61人以上
（39単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	重度障害者支援加算
	（Ⅰ）（50単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	（Ⅱ）（360単位）

（①加算の算定を開始した日から起算して180日以内 ＋500単位）

（②中核人材養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合　＋150単位）

（③ ②について、加算の算定を開始した日から起算して180日以内 ＋200単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	（Ⅲ）（180単位）

（加算の算定を開始した日から起算して180日以内 ＋400単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	夜間看護体制加算（60単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
	(Ⅰ)（51単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅱ)（41単位）
	
	
	

	入所時特別支援加算（30単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）


	加　算　の　種　類
	直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）
（　）には、各月における区分毎の延べ利用人数（人日）及び実利用者数（人）を記入すること。
※令和６年４月分以降を記入すること。（事前提出資料作成月が６月である場合は、４月・５月の２ヶ月分で可）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	入院・外泊時
加算（Ⅰ）
	定員60人以下
（320単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員61人以上80人以下
（272単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員81人以上
（247単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	入院・外泊時
加算（Ⅱ）
	定員60人以下
（191単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員61人以上80人以下
（162単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	定員81人以上
（147単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	入院時支援特別
加算
	90日を超える入院期間が4日未満（561単位）
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）

	
	90日を超える入院期間が4日以上（1,122単位）
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）

	地域移行加算（500単位）
※入所中２回、退所後１回を限度
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）
	延べ　　　　　回（　　　人）

	高次脳機能障害者支援体制加算（41単位）
	（　　　  人日）（　　　人）
	（　　　  人日）（　　　人）
	（　 　 　人日）（　　　人）

	地域移行促進加算
	(Ⅰ)（120単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅱ)（60単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	地域生活移行個別支援特別加算
	(Ⅰ)（12単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	(Ⅱ)（306単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	加　算　の　種　類
	直近の３ヶ月の状況（事前提出資料作成月の前月までの３ヶ月分について記入すること。）

（　）には、各月における区分毎の延べ利用人数（人日）及び実利用者数（人）を記入すること。
※令和６年４月分以降を記入すること。（事前提出資料作成月が６月である場合は、４月・５月の２ヶ月分で可）

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	経口移行加算（28単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	経口維持加算
	Ⅰ（1月につき400単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	Ⅱ（1月につき100単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	口腔衛生管理体制加算（1月につき30単位を加算）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	口腔衛生管理加算（1月につき90単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	療養食加算（23単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	地域移行支援体制
加算
定員

（　）人

以上

（　）人

以下
	区分６（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分５（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分４（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分３（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	
	区分２以下（  単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	通院支援加算（17単位）※月２回まで
	（　　  　　　回）（　　　人）
	（　　  　　　回）（　　　人）
	（　  　　　　回）（　　　人）

	集中的支援加算
	(Ⅰ)（1,000単位）
※３月以内の期間に限り１月に４回まで
	（　　  　　　回）（　　　人）
	（　　  　　　回）（　　　人）
	（　  　　　　回）（　　　人）

	
	(Ⅱ)（500単位）
※３月以内まで
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	障害者支援施設等
感染対策向上加算
	(Ⅰ)（10単位）
	（　　　　人月）（　　　人）
	（　　　　人月）（　　　人）
	（　　　　人月）（　　　人）

	
	(Ⅱ)（５単位）
	（　　　　人月）（　　　人）
	（　　　　人月）（　　　人）
	（　　　　人月）（　　　人）

	新興感染症等施設療養加算（240単位）
※１月に１回、連続する５日間を限度
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉・介護職員処遇改善加算
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉・介護職員等特定処遇改善加算
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）

	栄養マネジメント加算（12単位）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）
	（　　　　人日）（　　　人）


注1）「地域移行加算」及び「入院時支援特別加算」については、各月において算定した加算の基礎となる延べ回数を記入すること。
８　利用者の状況（直近１年の状況）
	新 規 利 用 者
	人　数
	退　　所　　者
	人　数

	
	
	
	

	
	在宅から
	
	
	在宅へ
	

	
	他社会福祉施設から
	
	
	他社会福祉施設へ
	

	
	病院から
	
	
	介護保険施設へ
	

	
	
	
	
	グループホームへ
	

	
	
	
	
	病院へ
	

	
	
	
	
	死亡
	

	
	
	
	
	
	


９　非常災害対策の状況
（１）防災体制の状況
	防火（防災）管理者の職・氏名
	

	消防計画の届出の有無
	有り（届出：　　　 年　月　日）・　　無し

	消火器（本数）
	有り（　　本）　　　 　　　　 ・　　無し

	自動火災報知設備
	有り　　　　　　　　 　　　　 ・　　無し

	火災通報装置
	有り　　　　　　　　 　　　　 ・　　無し

	緊急連絡網の有無
	有り　　　　　　　　 　　　　 ・　　無し


（注）　防火管理者職は、職員と利用者の数の合計が30人以上の場合に選任を要する
（２）避難、救出の訓練の実施状況
	区　　　　　分
	実施年月日
	消防署への
事前通報の有無
	消防署員の
立会いの有無
	記録の有無

	避　 難 　訓 　練
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	通　 報 　訓　 練
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	救　 出 　訓 　練
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無

	
	令和　　年　　月　　日
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無


（注）１．前年度の実施状況を記入すること。
　　　２．総合訓練として実施した場合は、上記の区分に従って記入すること。

（３）消防署の立入検査の状況
実施年月日：　　　年　　月　　日
	区　　　分
	概　　　　　　　　　　　　　　　要　　　　　（具体的に記入のこと。）

	指導指示等の内容
	

	上記に対する改善措置
	


１０　預り金の状況
（１）預り金の状況
	預り金管理規程
	　　有　・　無

	出納責任者職・氏名
	職　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

	利用者所持金管理
	自己管理　　　　　　　人　（自己管理者の保管方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
施設管理　　　　　　　人　（現金保管　　　　　　人　　　　通帳保管　　　　　　人）

	預り金額
	　　総　額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　最高額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　最低額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	保管依頼書（又は契約書）
・預り証
	　　保管依頼書（又は契約書）　→　有　・　無
　　預り証　　　　　　　　　　→　有　・　無

	複数の職員による立ち合い
（現金の預かり及び引き渡し）
	　　有　・　無　　　有の場合　→　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	施設長の自主点検
	　　有　・　無　　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	預り金の本人・家族への報告
	　　本　人：　　有　・　無　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	　　家　族：　　有　・　無　　有の場合　→　年　　　回　　方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	　預り金の手数料等徴収
	　　有　（金額　　　　　　　円）　・　無
	〔手数料の積算根拠〕


	　各種台帳、領収書等の整備

	①　入金（出金）伺
	　　　有　・　無

	
	②　預り金台帳
	　　　有　・　無

	
	③　個人別残高一覧表
	　　　有　・　無

	
	④（預り金）小口現金出納帳
	　　　有　・　無

	
	⑤　領収書等の挙証資料
	　　　有　・　無


※本表は、預り金を実施している場合に記入してください。

１１　身体的拘束等の状況
（１）実施の状況
	区　　　　　分
	直　　近　　３　ヶ　月　　の　　状　　況

	
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分
	令和　　年　　月分

	身体的拘束等の総回数

	　　　　　　　　　回
	　　　　　　　　　回
	　　　　　　　　　回

	身体的拘束等の実人員

	　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　人
	　　　　　　　　　人

	身体的拘束等の実施記録の有無
（どちらかを○で囲むこと。）
	有り　・　無し
	有り　・　無し
	有り　・　無し


（２）実施の内訳
	
	実　施　期　日
	拘束した時間
	拘束の方法
	拘束することとなった理由

	１

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	２

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	３

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	４

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	

	５

	令和　　年　　月　　日
	分間
	
	


（注）身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為を実施した最近の事案５件について、その内容をできるだけ具体的に記入のこと。

